
○群馬県心身障害者扶養共済制度条例施行規則

昭和四十五年三月三十日規則第十二号 

改正 

昭和五四年一〇月三一日規則第五八号 

昭和五七年一〇月 五日規則第六五号 

昭和五八年 二月二五日規則第六号 

昭和六一年 三月 四日規則第五号 

平成 五年 三月三一日規則第五四号 

平成 六年一一月三〇日規則第八九号 

平成 七年一二月 一日規則第七二号 

平成一一年 三月三一日規則第三九号 

平成一二年 二月一四日規則第七号 

平成一九年 三月 九日規則第六号 

平成二〇年 三月二五日規則第一三号 

平成二一年 三月二四日規則第一五号 

平成二二年 三月三〇日規則第二三号 

平成二五年 三月二九日規則第四三号 

群馬県心身障害者扶養共済制度条例施行規則をここに公布する。 

群馬県心身障害者扶養共済制度条例施行規則 

（趣旨） 

第一条 この規則は、群馬県心身障害者扶養共済制度条例（昭和四十五年群馬県条

例第二十二号。以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとす

る。 

（障害状態） 

第二条 条例第三条第三項ただし書、第九条第一項ただし書及び第三項ただし書並び

に第十八条第一項第一号ただし書に規定する規則に定める場合とは、別表第一に

掲げる状態（加入者又は口数追加加入者（以下「加入者等」という。）が条例第三条第

四項に規定する心身障害者扶養共済制度（以下「制度」という。）加入前又は口数追

加前に既に有していた障害又は加入前若しくは口数追加前の原因により生じていた

障害によるものに限る。）にある加入者等が既に障害を生じていた身体の同一部位

に新たな障害が加重して生じた結果、重度障害の状態になつた場合をいう。 

全部改正〔平成七年規則七二号〕 

（加入等の申込み） 

第三条 条例第五条第一項の規定により当該制度に加入しようとする者は、加入等申

込書（別記様式第一号）に次の各号に掲げる書類を添えて知事に提出するものとす

る。 



一 加入申込者及びその扶養する心身障害者の住民票 

二 申込者告知書 

三 障害証明書 

四 年金管理者指定届書（別記様式第四号） 

２ 条例第七条第一項及び第二項に規定する口数追加の申込みは、加入等申込書（別

記様式第一号）に申込者告知書を添えて知事に提出して行う。 

３ 知事は、第一項の加入の申込み又は前項の口数追加の申込みを受けて加入又は

口数追加（以下「加入等」という。）を承認したときは加入等承認通知書（別記様式第

五号）を交付し、加入等を承認しないときは加入等不承認通知書（別記様式第六号）

を交付する。 

４ 知事は、前項の加入等を承認した者が第一回掛金を納付したときは、群馬県心身

障害者扶養共済制度加入証書（別記様式第七号）又は群馬県心身障害者扶養共済

制度口数追加証書（別記様式第七号の二）を交付する。 

全部改正〔昭和五四年規則五八号〕、一部改正〔平成五年規則五四号・七年七二号〕 

（掛金） 

第四条 条例第八条第一項及び第二項に規定する掛金の納付は、月払とし、所定の納

付書により行う。 

２ 前項の規定は、群馬県心身障害者扶養共済制度条例の一部を改正する条例（平成

七年群馬県条例第三十九号）附則第二項に規定する掛金の納付について準用す

る。 

３ 知事は、条例第八条第一項ただし書又は第二項ただし書の規定により掛金が免除

される加入者等に対し掛金免除決定通知書（別記様式第七号の三）を交付する。 

一部改正〔昭和五四年規則五八号・六一年五号・平成七年七二号・一二年七号〕 

（掛金の減額） 

第五条 条例第八条第四項に規定する掛金の減額は、別表第二に掲げる理由を有す

る者について、知事が必要と認めた場合に限り、同表に掲げる区分により行う。 

２ 前項の規定により掛金の減額を行う期間は、次項に規定する申請の日の属する月

から、その事情の停止した日の属する月までとする。 

３ 第一項に規定する掛金の減額の申請は、掛金減額申請書（別記様式第八号）を知

事に提出して行う。 

４ 知事は、前項の申請があつたときは、その適否を決定し、掛金減額決定通知書（別

記様式第九号）又は掛金減額申請不承認通知書（別記様式第十号）を交付する。 

一部改正〔昭和五四年規則五八号・六一年五号・平成五年五四号〕 

（年金の給付） 

第六条 条例第九条第一項及び第三項に規定する年金の給付請求は、年金給付請求

書（別記様式第十一号）に次の各号に掲げる書類を添えて知事に提出して行う。 



一 加入者等の死亡により請求する場合 

ア 加入者等の死亡診断書若しくは死体検案書又はこれらに代わるべき書類。ただし、

当該加入者等の死亡が加入した日（口数追加加入者である場合は、口数追加の日）

から二年以内のものであるときは、死亡証明書又は死体検案書 

イ 加入者等の住民票の写し（加入者等の氏名と住民票に記載された氏名が異なる場

合にあつては、除籍の抄本） 

ウ 心身障害者及び年金管理者の住民票の写し（心身障害者及び年金管理者の氏名

と住民票に記載された氏名が異なる場合にあつては、戸籍の抄本） 

エ その他知事が必要と認める書類 

二 加入者等の重度障害により請求する場合 

ア 障害診断書 

イ 加入者等の住民票の写し（加入者等の氏名と住民票に記載された氏名が異なる場

合にあつては、戸籍の抄本） 

ウ 前号ウ及びエに掲げる書類 

２ 知事は、前項に定める年金の給付請求を受けて年金の給付を決定したときは年金

給付決定通知書（別記様式第十四号）及び加入等申込書に記載されている心身障害

者を年金受給権者とした群馬県心身障害者扶養共済制度年金証書（別記様式第十

五号）を交付し、年金を給付しないことを決定したときは年金（加算額）不支給決定通

知書（別記様式第十六号）を交付する。 

一部改正〔昭和五四年規則五八号・五七年六五号・平成五年五四号・六年八九号・

七年七二号・二二年二三号〕 

（加入証書等） 

第七条 群馬県心身障害者扶養共済制度加入証書若しくは群馬県心身障害者扶養共

済制度口数追加証書又は群馬県心身障害者扶養共済制度年金証書を亡失し、又は

損傷したときは、加入者等又は年金受給権者若しくは年金管理者は、加入等証書再

交付申請書（別記様式第十七号）を知事に提出して再交付を受けるものとする。 

一部改正〔昭和五四年規則五八号・平成七年七二号・一二年七号〕 

（年金の支給停止） 

第八条 条例第十一条に規定する年金の給付停止は、年金支給停止決定通知書（別

記様式第十八号）を年金受給権者又は年金管理者に交付して行う。 

２ 年金支給停止の事由が消滅したときは、年金支給停止解除決定通知書（別記様式

第十九号）を交付するとともに、年金の給付を行う。 

一部改正〔昭和五四年規則五八号〕 

（弔慰金の給付） 

第九条 条例第十五条第一項に規定する弔慰金の給付請求は、弔慰金給付請求書

（別記様式第二十号）に次の各号に掲げる書類を添えて知事に提出して行う。 



一 加入者等の住民票の写し（加入者等の氏名と住民票に記載された氏名が異なる場

合にあつては、戸籍の抄本） 

二 心身障害者の住民票の写し（心身障害者の氏名と住民票に記載された氏名が異な

る場合にあつては、除籍の抄本） 

２ 知事は、前項に定める弔慰金の給付の請求を受けて弔慰金の給付を決定したとき

は弔慰金給付決定通知書（別記様式第二十一号）を交付し、弔慰金を給付しないこと

を決定したときは、弔慰金（加算額）不支給決定通知書（別記様式第二十二号）を交

付する。 

一部改正〔昭和五四年規則五八号・平成六年八九号・七年七二号〕 

（脱退一時金の給付） 

第九条の二 条例第十五条の二第一項に規定する脱退一時金の給付請求は、脱退一

時金給付請求書（別紙様式第二十二号の二）に次に掲げる書類を添えて知事に提出

して行う。 

一 加入者等の住民票の写し（加入者等の氏名と住民票に記載された氏名が異なる場

合にあつては、戸籍の抄本） 

二 心身障害者の住民票の写し（心身障害者の氏名と住民票に記載された氏名が異な

る場合にあつては、戸籍の抄本） 

２ 知事は、前項に定める脱退一時金の給付の請求を受けて当該脱退一時金の給付

を決定したときは、脱退一時金給付決定通知書（別記様式第二十二号の三）を交付

する。 

追加〔平成七年規則七二号〕 

（脱退等） 

第十条 条例第十八条第一項第三号に規定する脱退の申出又は同条第二項第一号

に規定する口数の減少の申出は、加入者等脱退（減少）届書（別記様式第二十三号）

に群馬県心身障害者扶養共済制度加入証書又は群馬県心身障害者扶養共済制度

口数追加証書を添えて知事に提出して行う。 

２ 条例第十八条第一項第四号及び同条第二項第二号に規定する掛金の滞納期間は、

二月とする。ただし、知事が特に認める場合にはこの限りでない。 

全部改正〔昭和五四年規則五八号〕、一部改正〔昭和六一年規則五号・平成七年七

二号〕 

（届出） 

第十一条 条例第十九条第一項から第四項までの規定による届出は、次の各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に掲げる書類により行うものとする。 

一 条例第十九条第一項第一号、第二項第二号又は第三項第一号の規定による届出 

氏名・住所変更届書（別記様式第二十四号） 



二 条例第十九条第一項第二号又は第二項第一号の規定による届出 死亡・重度障

害届書（別記様式第二十五号） 

三 条例第十九条第三項第二号の規定による届出 年金受給権者死亡届書（別記様

式第二十五号の二） 

四 条例第十九条第一項第三号の規定による届出 年金管理者指定・変更届書（別記

様式第二十六号） 

五 条例第十九条第三項第三号の規定による届出 年金支給停止事由発生・消滅届

書（別記様式第二十七号） 

六 条例第十九条第四項の規定による届出 年金受給権者現況届書（別記様式第二

十八号） 

２ 前項第三号の届書には、年金受給権者に係る住民票の写し（年金受給権者の氏名

と住民票に記載された氏名が異なる場合にあつては、除籍の抄本）及び群馬県心身

障害者扶養共済制度年金証書を添付しなければならない。ただし、県又は市町村が

年金受給権者の死亡を住民基本台帳その他の公簿（以下単に「公簿」という。）又は

住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）第三十条の五第一項に規定する

本人確認情報（以下「本人確認情報」という。）により確認できる場合は、住民票の写

しの添付を省略することができる。 

３ 第一項第六号の届書には、毎年四月一日における現況を記載し、年金受給権者に

係る住民票の写しを添付して、その年の五月三十一日までに提出しなければならな

い。ただし、県又は市町村が年金受給権者の現況を公簿又は本人確認情報により確

認できる場合は、住民票の写しの添付を省略することができる。 

全部改正〔平成五年規則五四号〕、一部改正〔平成六年規則八九号・二〇年一三号・

二一年一五号・二五年四三号〕 

（台帳） 

第十二条 知事は、加入者等及び年金の支給に関する事項を記載し、整理するため、

加入者等台帳（別記様式第二十九号）及び年金受給権者台帳（別記様式第三十号）

を作成しておくものとする。 

一部改正〔昭和五四年規則五八号・平成七年七二号〕 

（事務処理の特例） 

第十三条 条例第二十二条第九号の規定により、次に掲げる事務は、加入者等の住

所地を管轄する市町村（第七号から第十号までに掲げる年金に係る事務については、

心身障害者又は年金管理者の住所地を管轄する市町村とする。）が処理することと

する。 

一 第三条第一項第四号の年金管理者指定届書を受け付け、知事に提出すること。 

二 第三条第三項の規定により交付される加入等承認通知書又は加入等不承認通知

書を受け取り、加入者等に送付すること。 



三 第三条第四項の規定により交付される群馬県心身障害者扶養共済制度加入証書

又は群馬県心身障害者扶養共済制度口数追加証書を受け取り、加入者等に送付す

ること。 

四 第四条第三項の規定により交付される掛金免除決定通知書を受け取り、加入者等

に送付すること。 

五 第五条第三項の掛金減額申請書を受け付け、知事に提出すること。 

六 第五条第四項の規定により交付される掛金減額決定通知書又は掛金減額申請不

承認通知書を受け取り、加入者等に送付すること。 

七 第六条第一項の年金給付請求書及び添付書類を受け付け、知事に提出すること。 

八 第六条第二項の規定により交付される年金給付決定通知書及び群馬県心身障害

者扶養共済制度年金証書又は年金（加算額）不支給決定通知書を受け取り、心身障

害者又は年金管理者に送付すること。 

九 第七条の加入等証書再交付申請書を受け付け、知事に提出し、再交付された群馬

県心身障害者扶養共済制度加入証書若しくは群馬県心身障害者扶養共済制度口数

追加証書又は群馬県心身障害者扶養共済制度年金証書を受け取り、加入者等又は

心身障害者若しくは年金管理者に送付すること。 

十 第八条第一項の規定により交付される年金支給停止決定通知書を受け取り、心身

障害者又は年金管理者に送付すること。 

十一 第八条第二項の規定により交付される年金支給停止解除決定通知書を受け取

り、心身障害者又は年金管理者に送付すること。 

十二 第九条第一項の弔慰金給付請求書及び添付書類を受け付け、知事に提出する

こと。 

十三 第九条第二項の規定により交付される弔慰金給付決定通知書又は弔慰金（加

算額）不支給決定通知書を受け取り、加入者等に送付すること。 

十四 第九条の二第一項の脱退一時金給付請求書及び添付書類を受け付け、知事に

提出すること。 

十五 第九条の二第二項の規定により交付される脱退一時金給付決定通知書を受け

取り、加入者等に送付すること。 

十六 第十条第一項の加入者等脱退（減少）届書及び添付書類を受け付け、知事に提

出すること。 

全部改正〔平成一二年規則七号〕 

（委任） 

第十四条 この規則に定めるもののほか、この規則の規定により知事に提出すべき書

類の様式については、知事が別に定める。 

追加〔平成五年規則五四号〕 

附 則



この規則は、昭和四十五年四月一日から施行する。 

附 則（昭和五十四年十月三十一日規則第五十八号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の群馬県心身障害者扶養共済制度条例施行規則

（以下「改正前の規則」という。）に基づき加入等の申込をしている者は、改正後の群

馬県心身障害者扶養共済制度条例施行規則（以下「改正後の規則」という。）に基づ

き加入等の申込をしたものとみなす。 

３ この規則の施行の際現に改正前の規則の規定により作成されている用紙があると

きは、改正後の規則の規定にかかわらず、当分の間、適宜補正して使用することが

できる。 

附 則（昭和五十七年十月五日規則第六十五号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和五十八年二月二十五日規則第六号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の群馬県心身障害者扶養共済制度条例施行規則別記様式第二号の規定

は、昭和五十八年度分加入の申込者から適用し、昭和五十七年度分加入の申込者

については、なお従前の例による。 

附 則（昭和六十一年三月四日規則第五号） 

１ この規則は、昭和六十一年四月一日から施行する。 

２ 改正後の群馬県心身障害者扶養共済制度条例施行規則（以下「改正後の規則」と

いう。）第五条第一項の規定にかかわらず、群馬県心身障害者扶養共済制度条例の

一部を改正する条例（昭和六十年群馬県条例第三十八号。以下「条例第三十八号」

という。）附則第二項本文に規定する者の掛金の減額は、次の表に掲げる理由を有

するものについて、知事が必要と認めた場合に限り、同表に掲げる区分により行う。 

減額理由 

昭和六十一年四月

一日における年齢区

分 

減額する額 

一 加入者が、生活保護法（昭和二十五

年法律第百四十四号）第六条第一項

に規定する被保護者であるとき。 

三十五歳未満の者 九四〇円

三十五歳以上四十

歳未満の者 

一、二七〇円

四十歳以上四十五

歳未満の者 

一、七四〇円

四十五歳以上の者 二、一四〇円

二 加入者が、県民税及び市町村民税

を課せられていないとき、又は免除さ

三十五歳未満の者 六六〇円

三十五歳以上四十 八九〇円



れているとき。 歳未満の者 

四十歳以上四十五

歳未満の者 

一、二二〇円

四十五歳以上の者 一、五五〇円

三 加入者が、県民税及び市町村民税

の所得割を課せられていないとき、又

は免除されているとき。 

三十五歳未満の者 二八〇円

三十五歳以上四十

歳未満の者 

三八〇円

四十歳以上四十五

歳未満の者 

五二〇円

四十五歳以上の者 六四〇円

四 その他加入者が、非常災害等により

生活が著しく困難であり、掛金の金額

を納付することが困難であると知事が

認めるとき。 

事情に応じて知事が定める。 

３ 前項の適用に当たつては、改正後の規則第五条第二項から第四項までの規定を準

用する。 

４ 条例第三十八号附則第二項本文に規定する者のうち、この規則の施行の日の前日

において、改正前の群馬県心身障害者扶養共済制度条例施行規則第五条第一項の

規定により減額を受けていた者は、附則第二項の規定により減額を受けた者とみな

す。 

附 則（平成五年三月三十一日規則第五十四号） 

１ この規則は、平成五年四月一日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の群馬県心身障害者扶養共済制度条例施行規則

の規定により作成されている用紙があるときは、当分の間、当該用紙を適宜補正して

使用することができる。 

附 則（平成六年十一月三十日規則第八十九号） 

この規則は、平成六年十二月一日から施行する。 

附 則（平成七年十二月一日規則第七十二号） 

１ この規則は、平成八年一月一日から施行する。 

２ 改正後の群馬県心身障害者扶養共済制度条例施行規則第五条第一項の規定に

かかわらず、群馬県心身障害者扶養共済制度条例の一部を改正する条例（平成七

年群馬県条例第三十九号。以下「条例第三十九号」という。）附則第二項各号に掲げ

る者の掛金を減額する場合は、知事が必要と認めたときに限りそれぞれ当該各号の

表に掲げる区分により行う。 



一 昭和六十一年四月一日以後に加入した者で、加入者となったときの年齢が四十五

歳未満であったもの 

減額理由 
加入者となった

ときの年齢区分

減額する額 

平成八年一月

一日から平成九

年三月三十一

日まで 

平成九年四月

一日から平成十

年三月三十一

日まで 

平成十年四月

一日以降 

一 加入者が生

活保護法（昭

和二十五年法

律第百四十四

号）第六条第

一項に規定す

る被保護者で

あるとき。 

三十五歳未満

の者 

一、四〇〇円 一、八七〇円 二、三四〇円

三十五歳以上

四十歳未満の

者 

一、八七〇円 二、四七〇円 三、〇〇〇円

四十歳以上四

十五歳未満の

者 

二、五四〇円 三、二七〇円 四、〇〇〇円

二 加入者が県

民税及び市町

村民税を課せ

られていない

とき、又は免

除されている

とき。 

三十五歳未満

の者 

一、一二〇円 一、五〇〇円 一、八七〇円

三十五歳以上

四十歳未満の

者 

一、五〇〇円 一、九八〇円 二、四〇〇円

四十歳以上四

十五歳未満の

者 

二、〇三〇円 二、六二〇円 三、二〇〇円

三 加入者が県

民税及び市町

村民税の所得

割を課せられ

ていないとき、

又は免除され

ているとき。 

三十五歳未満

の者 

五六〇円 七五〇円 九四〇円

三十五歳以上

四十歳未満の

者 

七五〇円 九九〇円 一、二〇〇円

四十歳以上四

十五歳未満の

者 

一、〇二〇円 一、三一〇円 一、六〇〇円

四 その他加入

者が非常災害

等により生活

事情に応じて知事が定める額。 



が著しく困難

であり、掛金

の全額を納付

することが困

難であると知

事が認めると

き。 

二 昭和五十四年十月一日以後に加入した者で、加入者となったときの年齢が四十五

歳以上であったもの 

減額理由 
加入者となった

ときの年齢区分

減額する額 

平成八年一月

一日から平成九

年三月三十一

日まで 

平成九年四月

一日から平成十

年三月三十一

日まで 

平成十年四月

一日以降 

一 加入者が生

活保護法（昭

和二十五年法

律第百四十四

号）第六条第

一項に規定す

る被保護者で

あるとき。 

四十五歳以上

五十歳未満の

者 

三、〇七〇円 四、〇〇〇円 四、九四〇円

五十歳以上五

十五歳未満の

者 

三、八〇〇円 四、八七〇円 五、九四〇円

五十五歳以上

六十歳未満の

者 

四、八〇〇円 六、〇〇〇円 七、二〇〇円

六十歳以上六

十五歳未満の

者 

六、〇〇〇円 七、四七〇円 八、八七〇円

二 加入者が県

民税及び市町

村民税を課せ

られていない

とき、又は免

除されている

とき。 

四十五歳以上

五十歳未満の

者 

二、四六〇円 三、二〇〇円 三、九五〇円

五十歳以上五

十五歳未満の

者 

三、〇四〇円 三、九〇〇円 四、七五〇円

五十五歳以上 三、八四〇円 四、八〇〇円 五、七六〇円



六十歳未満の

者 

六十歳以上六

十五歳未満の

者 

四、八〇〇円 五、九八〇円 七、一〇〇円

三 加入者が県

民税及び市町

村民税の所得

割を課せられ

ていないとき、

又は免除され

ているとき。 

四十五歳以上

五十歳未満の

者 

一、二三〇円 一、六〇〇円 一、九八〇円

五十歳以上五

十五歳未満の

者 

一、五二〇円 一、九五〇円 二、三八〇円

五十五歳以上

六十歳未満の

者 

一、九二〇円 二、四〇〇円 二、八八〇円

六十歳以上六

十五歳未満の

者 

二、四〇〇円 二、九九〇円 三、五五〇円

四 その他加入

者が非常災害

等により生活

が著しく困難

であり、掛金

の全額を納付

することが困

難であると知

事が認めると

き。 

事情に応じて知事が定める額。 

三 条例第三十九条による改正前の条例による制度（以下「改正前の制度」という。）の

特約付加入者であった者（以下この表において「加入者」という。） 

減額理由 
加入者となった

ときの年齢区分

減額する額 

平成八年一月

一日から平成九

年三月三十一

平成九年四月

一日から平成十

年三月三十一

平成十年四月

一日以降 



日まで 日まで 

一 加入者が生

活保護法（昭

和二十五年法

律第百四十四

号）第六条第

一項に規定す

る被保護者で

あるとき。 

三十五歳未満

の者 

一、四〇〇円 一、八七〇円 二、三四〇円

三十五歳以上

四十歳未満の

者 

一、八七〇円 二、四七〇円 三、〇〇〇円

四十歳以上四

十五歳未満の

者 

二、五四〇円 三、二七〇円 四、〇〇〇円

四十五歳以上

五十歳未満の

者 

三、〇七〇円 四、〇〇〇円 四、九四〇円

五十歳以上五

十五歳未満の

者 

三、八〇〇円 四、八七〇円 五、九四〇円

五十五歳以上

六十歳未満の

者 

四、八〇〇円 六、〇〇〇円 七、二〇〇円

六十歳以上六

十五歳未満の

者 

六、〇〇〇円 七、四七〇円 八、八七〇円

二 加入者が県

民税及び市町

村民税を課せ

られていない

とき、又は免

除されている

とき。 

三十五歳未満

の者 

一、一二〇円 一、五〇〇円 一、八七〇円

三十五歳以上

四十歳未満の

者 

一、五〇〇円 一、九八〇円 二、四〇〇円

四十歳以上四

十五歳未満の

者 

二、〇三〇円 二、六二〇円 三、二〇〇円

四十五歳以上

五十歳未満の

者 

二、四六〇円 三、二〇〇円 三、九五〇円

五十歳以上五

十五歳未満の

三、〇四〇円 三、九〇〇円 四、七五〇円



者 

五十五歳以上

六十歳未満の

者 

三、八四〇円 四、八〇〇円 五、七六〇円

六十歳以上六

十五歳未満の

者 

四、八〇〇円 五、九八〇円 七、一〇〇円

三 加入者が県

民税及び市町

村民税の所得

割を課税させ

られていない

とき、又は免

除されている

とき。 

三十五歳未満

の者 

五六〇円 七五〇円 九四〇円

三十五歳以上

四十歳未満の

者 

七五〇円 九九〇円 一、二〇〇円

四十歳以上四

十五歳未満の

者 

一、〇二〇円 一、三一〇円 一、六〇〇円

四十五歳以上

五十歳未満の

者 

一、二三〇円 一、六〇〇円 一、九八〇円

五十歳以上五

十五歳未満の

者 

一、五二〇円 一、九五〇円 二、三八〇円

五十五歳以上

六十歳未満の

者 

一、九二〇円 二、四〇〇円 二、八八〇円

六十歳以上六

十五歳未満の

者 

二、四〇〇円 二、九九〇円 三、五五〇円

四 その他加入

者が非常災害

等により生活

が著しく困難

であり、掛金

の全額を納付

することが困

事情に応じ知事が定める額。 



難であると知

事が認めると

き。 

四 改正前の制度の口数追加付加入者であった者（以下この表において「加入者」とい

う。） 

減額理由 
加入者となった

ときの年齢区分

減額する額 

平成八年一月

一日から平成九

年三月三十一

日まで 

平成九年四月

一日から平成十

年三月三十一

日まで 

平成十年四月

一日以降 

一 加入者が生

活保護法（昭

和二十五年法

律第百四十四

号）第六条第

一項に規定す

る被保護者で

あるとき。 

四十五歳以上

五十歳未満の

者 

三、〇七〇円 四、〇〇〇円 四、九四〇円

五十歳以上五

十五歳未満の

者 

三、八〇〇円 四、八七〇円 五、九四〇円

五十五歳以上

六十歳未満の

者 

四、八〇〇円 六、〇〇〇円 七、二〇〇円

六十歳以上六

十五歳未満の

者 

六、〇〇〇円 七、四七〇円 八、八七〇円

二 加入者が県

民税及び市町

村民税を課せ

られていない

とき、又は免

除されている

とき。 

四十五歳以上

五十歳未満の

者 

二、四六〇円 三、二〇〇円 三、九五〇円

五十歳以上五

十五歳未満の

者 

三、〇四〇円 三、九〇〇円 四、七五〇円

五十五歳以上

六十歳未満の

者 

三、八四〇円 四、八〇〇円 五、七六〇円

六十歳以上六

十五歳未満の

四、八〇〇円 五、九八〇円 七、一〇〇円



者 

三 加入者が県

民税及び市町

村民税の所得

割を課せられ

ていないとき、

又は免除され

ているとき。 

四十五歳以上

五十歳未満の

者 

一、二三〇円 一、六〇〇円 一、九八〇円

五十歳以上五

十五歳未満の

者 

一、五二〇円 一、九五〇円 二、三八〇円

五十五歳以上

六十歳未満の

者 

一、九二〇円 二、四〇〇円 二、八八〇円

六十歳以上六

十五歳未満の

者 

二、四〇〇円 二、九九〇円 三、五五〇円

四 その他加入

者が非常災害

等により生活

が著しく困難

であり、掛金

の全額を納付

することが困

難であると知

事が認めると

き。 

事情に応じて知事が定める額。 

五 前各号に掲げる者以外の者（以下この表において「加入者」という。） 

減額理由 

昭和六十一年

四月一日現在

における年齢区

分 

減額する額 

平成八年一月

一日から平成九

年三月三十一

日まで 

平成九年四月

一日から平成十

年三月三十一

日まで 

平成十年四月

一日以降 

一 加入者が生

活保護法（昭

和二十五年法

律第百四十四

三十五歳未満

の者 

一、四〇〇円 一、八七〇円 二、三四〇円

三十五歳以上

四十歳未満の

一、八七〇円 二、四七〇円 三、〇〇〇円



号）第六条第

一項に規定す

る被保護者で

あるとき。 

者 

四十歳以上四

十五歳未満の

者 

二、五四〇円 三、二七〇円 四、〇〇〇円

四十五歳以上

の者 

三、〇七〇円 四、〇〇〇円 四、九四〇円

二 加入者が県

民税及び市町

村民税を課せ

られていない

とき、又は免

除されている

とき。 

三十五歳未満

の者 

一、一二〇円 一、五〇〇円 一、八七〇円

三十五歳以上

四十歳未満の

者 

一、五〇〇円 一、九八〇円 二、四〇〇円

四十歳以上四

十五歳未満の

者 

二、〇三〇円 二、六二〇円 三、二〇〇円

四十五歳以上

の者 

二、四六〇円 三、二〇〇円 三、九五〇円

三 加入者が県

民税及び市町

村民税の所得

割を課せられ

ていないとき、

又は免除され

ているとき。 

三十五歳未満

の者 

五六〇円 七五〇円 九四〇円

三十五歳以上

四十歳未満の

者 

七五〇円 九九〇円 一、二〇〇円

四十歳以上四

十五歳未満の

者 

一、〇二〇円 一、三一〇円 一、六〇〇円

四十五歳以上

の者 

一、二三〇円 一、六〇〇円 一、九八〇円

四 その他加入

者が非常災害

等により生活

が著しく困難

であり、掛金

の全額を納付

することが困

難であると知

事情に応じて知事が定める額。 



事が認めると

き。 

３ この規則の施行の日の前日においてこの制度に加入している者又は他の地方公共

団体の実施する心身障害者扶養共済制度に加入している者であってこの規則の施

行前に改正前の群馬県心身障害者扶養共済制度条例第四条第二項の規定によりこ

の制度に加入した者が、平成八年一月一日から同月三十一日までに制度の脱退又

は口数の減少を申し出た場合は、同条例第五条第一項の規定にかかわらず同月分

の掛金の額を減額することができる。 

４ この規則の施行の際現に改正前の群馬県心身障害者扶養共済制度条例施行規則

の規定により作成されている用紙は、当分の間、適宜補正して使用することができ

る。 

附 則（平成十一年三月三十一日規則第三十九号） 

１ この規則は、平成十一年四月一日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の各規則の規定により提出され、交付され、又は

調整されている書類は、改正後の各規則の相当規定により提出され、交付され、又

は調整されたものとみなす。 

３ この規則の施行の際現に改正前の各規則の規定により作成されている用紙は、当

分の間、適宜補正して使用することができる。 

附 則（平成十二年二月十四日規則第七号） 

この規則は、平成十二年四月一日から施行する。 

附 則（平成十九年三月九日規則第六号） 

１ この規則は、平成十九年四月一日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の群馬県心身障害者扶養共済制度条例施行規則

の規定により作成されている用紙は、当分の間、適宜補正して使用することができ

る。 

附 則（平成二十年三月二十五日規則第十三号） 

１ この規則は、平成二十年四月一日から施行する。 

２ 群馬県心身障害者扶養共済制度条例施行規則第五条第一項の規定にかかわらず、

群馬県心身障害者扶養共済制度条例の一部を改正する条例（平成十九年群馬県条

例第七十八号。以下「条例第七十八号」という。）附則第三項において準用する群馬

県心身障害者扶養共済制度条例（昭和四十五年群馬県条例第二十二号）第八条第

四項の規定による掛金の減額は、条例第七十八号附則第二項各号に掲げる区分に

応じ、次の各号の表に掲げる理由を有する者について、知事が必要と認めた場合に

限り、当該各号の表に掲げる区分により行う。 



一 昭和五十四年十月一日以後に共済制度に加入した者で、加入者となった時の年齢

が四十五歳以上であったもの 

減額理由 加入者となった時の年齢区分 減額する額 

一 加入者が生活保護法（昭和二

十五年法律第百四十四号）第六

条第一項に規定する被保護者で

あるとき。 

四十五歳以上五十歳未満の

者 

七、〇七〇円

五十歳以上五十五歳未満の

者 

七、七四〇円

五十五歳以上六十歳未満の

者 

八、五四〇円

六十歳以上六十五歳未満の

者 

九、六七〇円

二 加入者が県民税及び市町村民

税を課せられていないとき、又は

免除されているとき。 

四十五歳以上五十歳未満の

者 

五、六六〇円

五十歳以上五十五歳未満の

者 

六、一九〇円

五十五歳以上六十歳未満の

者 

六、八三〇円

六十歳以上六十五歳未満の

者 

七、七四〇円

三 加入者が県民税及び市町村民

税の所得割を課せられていない

とき、又は免除されているとき。 

四十五歳以上五十歳未満の

者 

二、八三〇円

五十歳以上五十五歳未満の

者 

三、一〇〇円

五十五歳以上六十歳未満の

者 

三、四二〇円

六十歳以上六十五歳未満の

者 

三、八七〇円

四 その他加入者が非常災害等に

より生活が著しく困難であり、掛

金の全額を納付することが困難

であると知事が認めるとき。 

事情に応じて知事が定める額 

二 昭和六十一年四月一日以後に共済制度に加入した者で、加入者となった時の年齢

が四十五歳未満であったもの 



減額理由 加入者となった時の年齢区分 減額する額 

一 加入者が生活保護法第六条

第一項に規定する被保護者であ

るとき。 

三十五歳未満の者 三、七四〇円

三十五歳以上四十歳未満の

者 

四、六〇〇円

四十歳以上四十五歳未満の

者 

五、八〇〇円

二 加入者が県民税及び市町村民

税を課せられていないとき、又は

免除されているとき。 

三十五歳未満の者 二、九九〇円

三十五歳以上四十歳未満の

者 

三、六八〇円

四十歳以上四十五歳未満の

者 

四、六四〇円

三 加入者が県民税及び市町村民

税の所得割を課せられていない

とき、又は免除されているとき。 

三十五歳未満の者 一、五〇〇円

三十五歳以上四十歳未満の

者 

一、八四〇円

四十歳以上四十五歳未満の

者 

二、三二〇円

四 その他加入者が非常災害等に

より生活が著しく困難であり、掛

金の全額を納付することが困難

であると知事が認めるとき。 

事情に応じて知事が定める額 

三 この規則の施行の日前に共済制度の口数の追加の承認を受けた者（以下「口数追

加加入者」という。） 

減額理由 
口数追加加入者となった時の

年齢区分 
減額する額 

一 加入者が生活保護法第六条

第一項に規定する被保護者であ

るとき。 

三十五歳未満の者 三、七四〇円

三十五歳以上四十歳未満の

者 

四、六〇〇円

四十歳以上四十五歳未満の

者 

五、八〇〇円

四十五歳以上五十歳未満の

者 

七、〇七〇円

五十歳以上五十五歳未満の 七、七四〇円



者 

五十五歳以上六十歳未満の

者 

八、五四〇円

六十歳以上六十五歳未満の

者 

九、六七〇円

二 加入者が県民税及び市町村民

税を課せられていないとき、又は

免除されているとき。 

三十五歳未満の者 二、九九〇円

三十五歳以上四十歳未満の

者 

三、六八〇円

四十歳以上四十五歳未満の

者 

四、六四〇円

四十五歳以上五十歳未満の

者 

五、六六〇円

五十歳以上五十五歳未満の

者 

六、一九〇円

五十五歳以上六十歳未満の

者 

六、八三〇円

六十歳以上六十五歳未満の

者 

七、七四〇円

三 加入者が県民税及び市町村民

税の所得割を課せられていない

とき、又は免除されているとき。 

三十五歳未満の者 一、五〇〇円

三十五歳以上四十歳未満の

者 

一、八四〇円

四十歳以上四十五歳未満の

者 

二、三二〇円

四十五歳以上五十歳未満の

者 

二、八三〇円

五十歳以上五十五歳未満の

者 

三、一〇〇円

五十五歳以上六十歳未満の

者 

三、四二〇円

六十歳以上六十五歳未満の

者 

三、八七〇円

四 その他加入者が非常災害等に

より生活が著しく困難であり、掛

事情に応じて知事が定める額 



金の全額を納付することが困難

であると知事が認めるとき。 

四 前三号に掲げる者以外の者 

減額理由 加入者となった時の年齢区分 減額する額 

一 加入者が生活保護法第六条

第一項に規定する被保護者であ

るとき。 

三十五歳未満の者 三、七四〇円

三十五歳以上四十歳未満の

者 

四、六〇〇円

四十歳以上四十五歳未満の

者 

五、八〇〇円

四十五歳以上の者 七、〇七〇円

二 加入者が県民税及び市町村民

税を課せられていないとき、又は

免除されているとき。 

三十五歳未満の者 二、九九〇円

三十五歳以上四十歳未満の

者 

三、六八〇円

四十歳以上四十五歳未満の

者 

四、六四〇円

四十五歳以上の者 五、六六〇円

三 加入者が県民税及び市町村民

税の所得割を課せられていない

とき、又は免除されているとき。 

三十五歳未満の者 一、五〇〇円

三十五歳以上四十歳未満の

者 

一、八四〇円

四十歳以上四十五歳未満の

者 

二、三二〇円

四十五歳以上の者 二、八三〇円

四 その他加入者が非常災害等に

より生活が著しく困難であり、掛

金の全額を納付することが困難

であると知事が認めるとき。 

事情に応じて知事が定める額 

附 則（平成二十一年三月二十四日規則第十五号） 

１ この規則は、平成二十一年四月一日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の群馬県心身障害者扶養共済制度条例施行規則

の規定により作成されている用紙は、当分の間、適宜補正して使用することができ

る。 



附 則（平成二十二年三月三十日規則第二十三号） 

１ この規則は、平成二十二年四月一日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の群馬県心身障害者扶養共済制度条例施行規則

の規定により作成されている用紙は、当分の間、適宜補正して使用することができ

る。 

附 則（平成二十五年三月二十九日規則第四十三号） 

１ この規則は、平成二十五年四月一日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に交付されているこの規則による改正前の群馬県心身障害

者扶養共済制度条例施行規則別記様式第七号による群馬県心身障害者扶養共済

制度加入証書、別記様式第七号の二による群馬県心身障害者扶養共済制度口数追

加証書又は別記様式第十五号による群馬県心身障害者扶養共済制度年金証書は、

それぞれこの規則による改正後の群馬県心身障害者扶養共済制度条例施行規則別

記様式第七号による群馬県心身障害者扶養共済制度加入証書、別記様式第七号の

二による群馬県心身障害者扶養共済制度口数追加証書又は別記様式第十五号に

よる群馬県心身障害者扶養共済制度年金証書とみなす。 

別表第一（第二条関係） 

一 一眼の視力を全く永久に失つたもの 

二 一上肢を手関節以上で失つたもの 

三 一下肢を足関節以上で失つたもの 

四 一上肢の用を全く永久に失つたもの 

五 一下肢の用を全く永久に失つたもの 

六 一手の母指及び示指を含んで四手指以上を失い、若しくはその用を全く永久に

失つたもの又は一手の母指若しくは示指を含んで三手指以上を失い、若しくはその

用を全く永久に失い、かつ、他の一手の母指若しくは示指を含んで二手指以上を

失い、若しくはその用を全く永久に失つたもの 

七 一耳の聴力を全く永久に失つたもの 

一部改正〔平成五年規則五四号〕 

別表第二（第五条関係） 

減額理由 
加入者となつたとき

の年齢区分 
減額する額 

一 加入者等が生活保護法（昭和二十

五年法律第百四十四号）第六条第一

項に規定する被保護世帯であるとき。

三十五歳未満の者 六、二〇〇円

三十五歳以上四十

歳未満の者 

七、六〇〇円



四十歳以上四十五

歳未満の者 

九、五四〇円

四十五歳以上五十

歳未満の者 

一一、五四〇円

五十歳以上五十五

歳未満の者 

一二、五四〇円

五十五歳以上六十

歳未満の者 

一三、八〇〇円

六十歳以上六十五

歳未満の者 

一五、五四〇円

二 加入者等が県民税及び市町村民税

を課せられていないとき、又は免除さ

れているとき。 

三十五歳未満の者 四、九六〇円

三十五歳以上四十

歳未満の者 

六、〇八〇円

四十歳以上四十五

歳未満の者 

七、六三〇円

四十五歳以上五十

歳未満の者 

九、二三〇円

五十歳以上五十五

歳未満の者 

一〇、〇三〇円

五十五歳以上六十

歳未満の者 

一一、〇四〇円

六十歳以上六十五

歳未満の者 

一二、四三〇円

三 加入者等が県民税及び市町村民税

の所得割を課せられていないとき、又

は免除されているとき。 

三十五歳未満の者 二、四八〇円

三十五歳以上四十

歳未満の者 

三、〇四〇円

四十歳以上四十五

歳未満の者 

三、八二〇円

四十五歳以上五十

歳未満の者 

四、六二〇円

五十歳以上五十五

歳未満の者 

五、〇二〇円

五十五歳以上六十 五、五二〇円



歳未満の者 

六十歳以上六十五

歳未満の者 

六、二二〇円

四 その他加入者が非常災害等により

生活が著しく困難であり、掛金の金額

を納付することが困難であると認める

とき。 

事情に応じて知事が定める。 

全部改正〔平成七年規則七二号〕、一部改正〔平成二〇年規則一三号〕 

別記様式第１号（規格Ａ４）（第３条関係） 





全部改正〔平成 22 年規則 23 号〕 

別記様式第２号及び別記様式第３号 削除 

削除〔平成５年規則 54 号〕 

別記様式第４号（規格Ａ４）（第３条関係） 

一部改正〔昭和 54 年規則 58 号・平成５年 54 号・６年 89 号・11 年 39 号〕 

別記様式第５号（規格Ａ４）（第３条関係） 



一部改正〔昭和 54 年規則 58 号・平成５年 54 号・６年 89 号・７年 72 号〕 

別記様式第６号（規格Ａ４）（第３条関係） 



一部改正〔昭和 54 年規則 58 号・平成５年 54 号・６年 89 号・７年 72 号〕 

別記様式第７号（規格Ａ４）（第３条関係） 







全部改正〔平成 25 年規則 43 号〕 

別記様式第７号の２（規格Ａ５）（第３条関係） 



全部改正〔平成 25 年規則 43 号〕 

別記様式第７号の３（規格Ａ４）（第４条関係） 

追加〔平成 12 年規則７号〕 

別記様式第８号（規格Ａ４）（第５条関係） 



一部改正〔昭和 54 年規則 58 号・平成５年 54 号・６年 89 号・７年 72 号〕 

別記様式第９号（規格Ａ４）（第５条関係） 



一部改正〔昭和 54 年規則 58 号・平成５年 54 号・６年 89 号・７年 72 号・25 年 43 号〕 

別記様式第 10 号（規格Ａ４）（第５条関係） 



一部改正〔昭和 54 年規則 58 号・平成５年 54 号・６年 89 号・７年 72 号〕 

別記様式第 11 号（規格Ａ４）（第６条関係） 





一部改正〔昭和 54 年規則 58 号・57 年 65 号・平成５年 54 号・６年 89 号・７年 72 号・

11 年 39 号〕 

別記様式第 12 号及び別記様式第 13 号 削除 

削除〔平成５年規則 54 号〕 

別記様式第 14 号（規格Ａ４）（第６条関係） 



一部改正〔昭和 54 年規則 58 号・平成５年 54 号・６年 89 号・７年 72 号〕 

別記様式第 15 号（規格Ａ４）（第６条関係） 







全部改正〔平成 25 年規則 43 号〕 

別記様式第 16 号（規格Ａ４）（第６条関係） 



一部改正〔昭和 54 年規則 58 号・57 年 65 号・平成５年 54 号・６年 89 号・７年 72 号〕 

別記様式第 17 号（規格Ａ４）（第７条関係） 

一部改正〔昭和 54 年規則 58 号・平成５年 54 号・６年 89 号・７年 72 号・11 年 39 号〕 

別記様式第 18 号（規格Ａ４）（第８条関係） 



一部改正〔昭和 54 年規則 58 号・平成５年 54 号・６年 89 号〕 

別記様式第 19 号（規格Ａ４）（第８条関係） 



一部改正〔平成５年規則 54 号・６年 89 号〕 

別記様式第 20 号（規格Ａ４）（第９条関係） 



一部改正〔昭和 54 年規則 58 号・平成５年 54 号・６年 89 号・７年 72 号・11 年 39 号〕 

別記様式第 21 号（規格Ａ４）（第９条関係） 



一部改正〔昭和 54 年規則 58 号・平成５年 54 号・６年 89 号・７年 72 号〕 

別記様式第 22 号（規格Ａ４）（第９条関係） 



一部改正〔昭和 54 年規則 58 号・平成５年 54 号・６年 89 号〕 

別記様式第 22 号の２（規格Ａ４）（第９条の２関係） 



追加〔平成７年規則 72 号〕、一部改正〔平成 11 年規則 39 号〕 

別記様式第 22 号の３（規格Ａ４）（第９条の２関係） 



追加〔平成７年規則 72 号〕 

別記様式第 23 号（規格Ａ４）（第 10 条関係） 



一部改正〔昭和 54 年規則 58 号・61 年５号・平成５年 54 号・６年 89 号・７年 72 号・11

年 39 号〕 

別記様式第 24 号（規格Ａ４）（第 11 条関係） 



一部改正〔昭和 54 年規則 58 号・平成５年 54 号・６年 89 号・７年 72 号・11 年 39 号〕 

別記様式第 25 号（規格Ａ４）（第 11 条関係） 



全部改正〔平成５年規則 54 号〕、一部改正〔平成６年規則 89 号・７年 72 号・11 年 39

号〕 

別記様式第 25 号の２（規格Ａ４）（第 11 条関係） 



追加〔平成５年規則 54号〕、一部改正〔平成６年規則 89号・11 年 39 号・21 年 15 号・

25 年 43 号〕 



別記様式第 26 号（規格Ａ４）（第 11 条関係） 

一部改正〔昭和 54 年規則 58 号・平成５年 54 号・６年 89 号・７年 72 号・11 年 39 号〕 

別記様式第 27 号（規格Ａ４）（第 11 条関係） 



一部改正〔昭和 54 年規則 58 号・平成５年 54 号・６年 89 号・11 年 39 号〕 

別記様式第 28 号（規格Ａ４）（第 11 条関係） 



全部改正〔平成 21 年規則 15 号〕、一部改正〔平成 25 年規則 43 号〕 



別記様式第 29 号（規格Ａ４）（第 12 条関係） 





全部改正〔平成７年規則 72 号〕、一部改正〔平成 11 年規則 39 号〕 

別記様式第 30 号（規格Ａ４）（第 12 条関係） 





全部改正〔昭和 54 年規則 58 号〕、一部改正〔平成５年規則 54 号・６年 89 号・７年 72

号・11 年 39 号〕 


